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第 １ 章 計画策定にあたって 
（計画の趣旨と概要） 
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１ 計画策定の趣旨と背景 

平成 26 年３月に策定した「第２次八王子市地域福祉推進計画（第２次いきいきプ

ラン八王子）」（以下「第２次計画」と言う。）では、「地域福祉推進拠点（以下「拠点」

と言う。）の設置・運営」を重点事業に掲げ、地域における福祉課題として「虐待・

孤立化の防止」「社会的弱者の支援」「災害時の要援護者支援」の解決に向け、住民と

共に取り組んできました。 

一方、この間において、ひきこもりの若者が 50 歳代になり、親は 80 歳代となっ

てその子どもの生活を支えるという「8050 問題」や、例えば障がい児と高齢の親の介

護が重なるなど複合的な問題を抱えた家庭への支援など、新たな課題が顕在化してき

ており、こうした課題に対し、地域を基盤に更なる取組みの視点が必要となってきま

した。 

あらためて地域福祉とは何かを問いつつ、国が示した「地域共生社会」の考え方

を踏まえた取組みが必要となっています。 

◎「地域福祉」とは 

  高齢者、障がいのある人などの支援が必要な人への対応はもとより、「住民

誰もが自分らしい生活を送るために、各自の能力や興味・関心に応じて自己実

現していけるようにするまちづくり」という広い視点で「福祉」を捉え直すこ

とが必要になっています。「地域福祉」とは、制度によるサービスを利用する

だけでなく、「地域の人と人とのつながりを大切にし、お互いに助けたり助け

られたりする関係や、その仕組みをつくっていくこと」であり、言い換えれば

「“市民力・地域力”、行政による支援、民間事業者による支援の活用をあわせ

た重層的な協働の取組み」となります。 

  「地域福祉」の実践・実現に向けては、住民それぞれの家族関係や生活環境

に即して、自立生活のためにどのような支援が必要であるか、また、本人が何

を求めているかを明らかにするなかで、制度化されたサービスの提供だけでな

く、近隣住民やボランティアによる支援も含めて地域自立生活支援を考えてい

こうとする「コミュニティソーシャルワーク」の考え方が大変重要になります。 

◎「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部 

  「一億総活躍社会」づくりが進められるなか、平成 28 年７月に「我が事・

丸ごと地域共生社会実現本部」が設置され、地域共生社会の実現が今後の福祉

改革を貫く基本コンセプトに位置づけられました。地域のあらゆる住民が役割

を持ち、支え合いながら自分らしく活躍できる地域コミュニティの育成が図ら

れています。 
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以上のような情勢の中で、「第２次計画」が平成 30 年度をもって終了するため、こ

れまでの成果を踏まえたうえで、新しく平成 31 年度から向こう６年間の「第３次八

王子市地域福祉推進計画（第３次いきいきプラン八王子）」を策定することとしまし

た。 

２ 計画の位置づけと期間 

◇本計画は、市区町村社会福祉協議会が策定する「地域福祉活動計画」にあたるとと

もに、その推進役となる社会福祉協議会自身の組織強化を目的とする「社協発展・

強化計画」も一体的に策定した計画です。 

 「地域福祉活動計画」は、地域住民や福祉・保健等の関係団体が地域福祉推進に主

体的に関わる具体的な活動を定めるものであり、「社協発展・強化計画」は地域福

祉推進の中核的な役割を担う八王子市社会福祉協議会（以下「社協」と言う。）の

組織や人材、財務の強化を計画的に進めるために定めるものとなっています。 

◇また、平成 30 年３月に八王子市が策定した『第３期八王子市地域福祉計画』の理

念や内容の一部を共有し、八王子市における地域福祉推進では、言わば“車の両輪”

の関係にあります。 

 さらに、市の基本構想・基本計画である『八王子ビジョン 2022』およびその後継計

画との整合を図るとともに、『八王子市保健医療計画』、『八王子市高齢者計画・介

護保険事業計画』、『八王子市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画』、『八王

子市子ども育成計画』等の関係計画と連携していきます。 

◇本計画の計画期間は、平成 31 年度（新元号元年度・2019 年度）から 2024 年度（新

元号６年度）までの６年間としています。 

 なお、３か年経過後を目安に、計画の進捗状況、社会情勢等を検証し、必要に応じ

て計画の改訂を行います。 

◎「市民力」と「地域力」 

  地域共生社会の実現のためには、市民一人ひとりが自主的・自発的に地域課

題を解決したり「地域福祉」を向上させようと活動する力（市民力）、地域住

民や町会・自治会及び管理組合、各種団体、事業者など地域を構成するさまざ

まな人たちがお互いに協力して地域課題に取り組み、地域をより良いものにし

ていく力（地域力）の向上が欠かせない条件となります。 
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３ 計画策定の体制 

 本計画の策定にあたっては、地域住民の代表者や社会福祉関係団体の代表、学識経

験者、市の福祉関係職員等の委員から成る「第３次八王子市地域福祉推進計画策定委

員会」（以下「策定委員会」と言う。）とその作業部会である「地域福祉推進部会」・「社

協発展・強化部会」で市の現状等や課題解決に向けた計画作りの検討を重ね、策定委

員会で協議・承認を得たうえで社協の「理事会」・「評議員会」へ報告を行いました。 

 ２つの部会のうち、「地域福祉推進部会」で「地域福祉活動計画」について、「社協

発展・強化部会」で「社協発展・強化計画」について、それぞれ検討しました。 

 また、「市民意見の反映」に関しては、平成 28 年 10 月に八王子市が実施したアン

ケート調査やその他の調査研究資料に基づいて計画案を作成するとともに、同 31 年

１月に、計画案に対する「パブリックコメント」を実施しました。（予定。） 

（
平
成
31
年
１
月
実
施
）

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

第３次八王子市地域福祉推進計画策定委員会

地域福祉推進部会 社協発展・強化部会

八王子市 

関係各課 

社会福祉協議会 

理事会・評議員会

連携 

連携 
意見等 
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第 ２ 章 地域の諸課題とこれ 
までの活動の状況等 
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１ 近年の情勢と社協の対応 

（１）近年の福祉分野における主なできごと 

 ◎人口減少・少子超高齢社会の到来 

  未婚・晩婚化などを背景に出生数が減少し、少子化が進行するとともに、死亡数

が出生数を上回って、わが国は人口減少社会に入っています。また、いわゆる“団

塊の世代”が一斉に高齢期を迎えて、高齢化も進行しています。 

「国立社会保障・人口問題研究所」の推計では、今後人口減少と少子高齢化が一

層進み、2036 年には３人に１人が高齢者となることが予測されています。（平成

29年推計） 

 ◎人口減少・少子超高齢社会の到来 

  従来のセーフティネットである「生活保護」に至る前の生活困窮者を支援してい

く制度が、「生活困窮者自立支援法」に基づき平成 27 年４月に施行されました。

福祉事務所設置自治体が、必須事業として「自立相談支援事業」と、離職により住

宅を失った、またはそのおそれのある生活困窮者に家賃相当の「住居確保給付金」

の支給を行うほか、「就労準備支援事業」、「家計相談支援事業」等の任意事業を選

択的に実施します。 

  また、経済的に厳しい状況に置かれた世帯が増加する傾向にあり、特に「子ども

の貧困」が問題視されるなか、国では、平成26年に「子どもの貧困対策の推進に

関する法律」を施行しています。 

 ◎人口減少・少子超高齢社会の到来 

  平成 28 年７月、国に「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が設置されて、

「地域共生社会の実現」が今後の福祉改革を貫く基本コンセプトに位置づけられ、

さまざまな取組みが開始されています。 

◎人口減少・少子超高齢社会の到来

◎生活困窮者の自立支援の推進等

◎「地域共生社会実現本部」の設置等
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 ◎人口減少・少子超高齢社会の到来 

  高齢者関連の分野では、平成23年の「介護保険法」等改正以降、可能な限り住

み慣れた地域での生活を継続することができるような包括的な支援・サービスの提

供体制の構築をめざす「地域包括ケアシステム」が推進されてきました。 

平成 27年度から始まった八王子市高齢者計画・第６期介護保険事業計画期間の

中では、地域包括ケアシステムの取組みがさらに強化され、「介護予防・日常生活

支援総合事業」の本格的な運用と、地域の実情に応じた自治体独自の基準によるサ

ービスや、住民主体によるサービスの提供が可能になりました。 

 ◎人口減少・少子超高齢社会の到来 

  近年、分権型社会、住民満足度の高い行政の実現のため、東京都から市区町村へ

の事務・権限の移譲が進められており、市区町村は「住民に最も身近な行政」とし

て、地域の実情や住民ニーズを踏まえて保健、福祉、まちづくりなど総合的な行政

サービスを提供できるようにしていくことが求められています。 

 ◎人口減少・少子超高齢社会の到来 

  平成 28年 3月 31日に、「公益性や非営利性の徹底」、「国民に対する説明責任」、

「地域社会に貢献する法人のあり方の徹底」の3つを主な目的とする改正社会福祉

法が成立し、同29年４月１日（一部については28年４月１日）に施行されまし

た。改正の中で、社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の実施が責務

として規定されています。 

◎「地域包括ケアシステム」の推進

◎「地域」への権限移譲の流れ

◎社会福祉法人制度の制度改革
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（２）できごとと社協及び市の対応 

できごと 対 応 

・高齢者の“所在不明”の問題が発生

平成 22 年

・「東日本大震災」の発生 →

 「災害対策基本法」の数次にわたる

 改正

・従来からの「孤独死」に加え、「孤

立死」のケースも各地で発生 →

 「無縁社会」という新語

平成 23 年

〈平成21年〉

・「臨時特例つなぎ資金貸付事業」開始

（社協・市）

・「これからの地域福祉のあり方に関す

る研究会」最終報告書

・「後期高齢者医療制度」開始

・日比谷公園での「年越し派遣村」の

 開設

平成 20 年
〈平成20年〉 

・「ふれあい・いきいきサロン」拡充を

目的に支援金を増額（社協・市）

・「高齢者ボランティアポイント制度」

開始（市）

・「生活安定化総合対策事業」開始（社協・

市）

・「八王子市地域福祉保健計画」策定（市）

・東京都社会福祉協議会と災害時相互支

援協定締結（社協）

〈平成22年〉

・「八王子市地域福祉推進計画（いきいき

プラン八王子）」策定（社協）

〈平成23年〉

・職員の地域圏域担当制を開始（社協）

・東日本大震災復興支援ボランティア

 派遣事業開始（社協・市）

・「介護予防・日常生活支援総合事業」

の開始 

・「障害者虐待防止法」の施行

平成 24 年
〈平成24年〉

・「障害のある人もない人も共に安心して

暮らせる八王子づくり条例」施行（市）

・「市民後見人（社会貢献型後見人）」が

誕生（社協）

〈平成25年〉

・新基本構想・基本計画「八王子ビジョ

ン2022」策定（市）

・「第２期八王子市地域福祉計画」策定

（市）

・「成年後見・あんしんサポートセンター

八王子」開設（社協）

・「台風 26号伊豆大島土砂災害」の発生

平成 25 年
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〈平成26年〉

・「第２次八王子市地域福祉推進計画（第

２次いきいきプラン八王子）」策定（社

協）

・「地域福祉推進拠点 石川」開設（社協）

〈平成27年〉

・“中核市”への移行（市）
・「常設サロン」開始（市）

〈平成28年〉

・創立90周年（社協）

・「生活支援体制整備事業」開始（社協）

・「介護予防・日常生活支援総合事業」

開始（市）

・「生活困窮者自立支援法」の施行 

・「成年後見制度利用促進法」の施行

・「関東・東北豪雨災害」の発生

平成 27 年

・社会福祉法人制度改革 …社会福祉

 法人の地域貢献の努力義務化

・「地域共生社会実現本部」の設置

平成 28 年

〈平成29年〉

・社協組織改正・「支えあい推進課」新設

・「地域福祉推進拠点 川口」開設（社協）

〈平成30年〉

・「地域福祉推進拠点 浅川」

「地域福祉推進拠点 大和田」

「地域福祉推進拠点 由井」開設（社協）

・「第３期八王子市地域福祉計画」策定(市) 



13 

２ 「第２次計画」の取組み状況と評価 

（１）「地域福祉活動計画」について 

「第２次計画」は、市の計画である『第２期八王子市地域福祉計画』（平成 25

～29 年度）で掲げた「重点課題」を共有し、その解決に向けた行動計画として「取

組みの視点」を設定し、それぞれの項目ごとに数値目標を設定して推進してきま

した。 

進捗状況については、「第２次いきいきプラン推進委員会」を設け、定期的（年

３回）に計画の進捗状況を報告し、委員の意見や助言等を反映させながら計画の

進行管理を行いました。 

① 地域福祉推進拠点の運営（【重点事業】） 
「第２次計画」の「重点事業」として、日常生活圏域ごとに１か所ずつ、計 15

か所の拠点の整備をめざしました。拠点では、コミュニティカフェ（常設サロン・

住民運営）を併設し、①誰もが気軽に集える居場所づくりをコーディネートするこ

とと、②地域密着型の社協運営をめざすことを目的に、「コミュニティソーシャル

ワーカー（以下ＣＳＷとする。）」を配置し、各種相談受付、個別ニーズの解決、住

民活動支援や、さまざまな機関・団体のネットワーク化等に取り組みました。 

【重点課題】 

 １ 地域における虐待・孤立化の防止 

 ２ 地域における社会的弱者の支援 

 ３ 地域における災害時の要援護者支援 

【取組みの視点】 

 １ 地域で支えあう 

   ―社会的孤立や虐待を防止する  居場所とネットワーク、 

   人材育成の充実― 

 ２ 地域で安心して暮らす ―生活と権利を守る― 

 ３ 災害に強い地域づくり ―災害時に備えた日頃からの取組み― 
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□地域福祉推進拠点の設置状況 
設置年月日 名称 設置場所 

平成 26年 12月 1日 地域福祉推進拠点 石川 石川事務所２階 

平成 29年４月 1日     〃    川口 川口事務所２階 

平成 30年３月 31日     〃    浅川 １階 

平成 30年 3月 31日     〃    大和田 ３階 
平成 30年 10月１日     〃    由井 

計５か所 

【評価】 

「拠点」の設置は、公用施設の借用を円滑に進められず、目標数値の 3 割の達成率

となっています。拠点にはコミュニティカフェの併設を目指していましたが、拠点 5

か所のうち 3 か所は「市民センター」内に設置されており、スペースの観点から併設

が難しい状況です。 

「拠点」については、市の「第3期地域福祉計画」の中で「21か所設置」という目

標が掲げられたことから、今後は設置が進むと思われますが、地域において拠点が担う

役割について、設置場所やスペースを含め検討・整理が必要です。 

また、各拠点に配置するＣＳＷの育成が喫緊の課題となっています。 

② サロン活動

平成 14 年に社協で「サロン活動支援」を事業化してから 16 年が経過しました。

同 20 年には、八王子市の施策によって事業主体が市へ移行し、社協は委託事業と

してサロン活動の支援を継続しています。 

□実施状況 
「第２次計画」No. 項 目 平成 30年３月末日現在 

 サロン数の拡充 
153か所  ⇒53 か所増 
ふれあい・いきいきサロン：142 団体（内 18 団体は常設）
子 育 て サ ロ ン：11 団体 

参加者の掘り起
こし 

参加者・スタッフ延べ 131,100 人 
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【評価】 

「生活支援コーディネーター」の配置など、体制の整備に伴い順調に展開しており、

高齢者の活躍の場、社会参加の場になっています。

サロン活動は、住民主体の福祉活動の入り口として取り組みやすさがあり、今後も「一

般介護予防サロン（常設サロン）」等、新たな仕組みの展開により活動の広がりが期待

できます。 

③ 住民相互の見守り・支えあい活動

近年、町会・自治会単位の小地域における互助活動が注目されています。隣近所

の「顔の見える関係性」の中で、お互いが“我が事”として気遣い、助けあうしく

みの育成を図っています。 

□実施状況 
「第２次計画」No. 項 目 平成 30年３月末日現在 

あい活動の拡充 
19 か所  ⇒９か所増 

【評価】 

「生活支援コーディネーター」の配置など、体制の整備に伴い活動団体数は順調に増

加しています。立ち上げ支援だけでなく、既に活動している団体を対象に「団体情報交

換会」を開催し、他団体の活動の把握や活動の活性化に向けた支援を行っています。 

今後は、地域課題に対応できる活動の展開や内容の充実に向けて、「拠点」や関係機

関との連携や、活動支援の強化が求められます。 



16 

④ 「地域福祉権利擁護事業」・「成年後見制度」の利用支援

判断能力の低下や障がい等により必要なサービスを自分の判断で適切に選択・利

用することが難しい方が、地域で安心して暮らしていけるよう支援しています。 

「地域福祉権利擁護事業」では“生活支援員”として、また「成年後見制度」で

は“市民後見人（社会貢献型後見人）”として、住民がそれぞれ活躍しています。 

＜地域福祉権利擁護事業＞ 

□実施状況 
「第２次計画」No. 項 目 平成 30年３月末日現在 

 利用者数 137 人  ⇒41 人増 

 生活支援員数 57 人   ⇒18 人増 

【評価】 

利用者数は順調に伸びています。それに伴い生活支援員も増加しており、多くの住民

にご活躍いただいています。 

今後においては、利用者の更なる増加が見込まれるため、生活支援員の需要も高まっ

ています。事業の充実に努めていきます。 

＜「成年後見制度」の利用支援＞ 

□実施状況 

「第２次計画」No. 項 目 平成 30年 3月末日現在 

10 41 人  ⇒32人増 

11 
７人   ⇒３人増 
（※被後見人 ８名） 

【評価】 

市民後見人登録者数は順調に増えており、市民の関心の高さがうかがえます。 

現在、登録後の市民後見人の受任が進んでいない状況があります。今後、市民後見人

が受任できるよう要件の見直しなど体制整備を図っていきます。
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⑤ うぃずサービス

住民同士の助けあい活動を有料で行う家事援助サービスで、一般的には“住民参

加型在宅福祉サービス”と呼ばれています。利用する方は高齢者が多く、日常の家

事（食事作り、掃除など）のサービスを提供することで、住み慣れた地域で安心し

て暮らせるよう実施しています。 

□実施状況 
「第２次計画」No. 項 目 平成 30年 3月末日 

12 利用会員数 285 人  ⇒60 人増 

13 協力会員数 207 人  ⇒40 人減 

14 利用（活動）時間数 
累計 15,506時間（平成 29年度末累計） 
  ⇒1,908 時間減 

【評価】 

利用者数は増加傾向にあるにもかかわらず、協力会員数・活動時間数ともに減少傾向

であるため、平成 30年度から協力会員年会費を 2,000 円から 500 円に下げ、活動

者の拡充を図っています。 

「第 2 次計画」策定時と比較して、同種のサービス提供を行う地域資源が変化して

きており、それぞれのサービスの特徴を把握・整理し、他では担えないようなサービス

内容について検討していく必要があります。 

⑥ 防災福祉コミュニティづくり

防災と福祉の間に強い関係があることから、「防災」視点での福祉活動の取組み

を推進してきました。 

都営長房団地における、「支えあいのネットワーク事業」を支援し、その活動事

例を参考に、市営長房団地でも新規に活動が始まりました。また、都営石川団地へ

の啓発も行うなど、集合住宅地をターゲットに防災と福祉を結び付けた取組みを行

いました。 

□実施状況 

「第２次計画」No. 項 目 平成 30年 1月現在 

15 防災と福祉活動の展開 
・都営
援 
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【評価】 

都営長房団地では、活動の安定化とともに孤独死の減少がみられ、住民同士がお互い

を気に掛ける風土が醸成されつつあります。 

今後の展開としては、活発な活動の事例を共有することや、サロン活動の活用、福祉

教育の視点を絡めながら中学校と連携していく等、地域の自主防災活動に即した内容が

考えられますが、自主防災活動についての情報の収集が不足しているため、実情把握を

行ったうえで活動展開について検討していく必要があります。 

≪総評≫ 

  「第２次計画」を推進してきた中での地域福祉活動計画の全体的な評価としては、

計画策定当初に比べて、サロン・小地域活動をはじめとした住民活動が活発化して

きていることが評価できます。 

  また、それを支える社協の体制をみても、第２層の「生活支援コーディネーター」

の配置を進めてきたこと等、推進体制が整いつつあり、全般的には順調に推進でき

たと考えます。 
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【重点取組み】 

①社協が地域と一緒に問題解決できる体制づくり 

②日常生活圏域における地域福祉推進拠点の運営

（２）「社協発展・強化計画」について 

「第２次計画」における「社協発展・強化計画」では、「目標」を「地域とつな

がる社協」とし、下記の２つの「重点取組み」を設定して、職員自らが地域に出

向き、地域住民とのつながりを重視する“地域密着型社協”を目指しました。 

【組織体制】 

≪事務局体制≫ 

①地域密着型の推進体制の確立 

 ○ 事務局体制と既存事業の見直し

「第１次計画」を継承し、“地域密着型社協”への転換を図るために、既存事業

の見直しと事務局体制の改編を実施しました。 

事業の見直しでは、事業担当が実施していた市委託事業について整理を進めま

した。事務局体制の改編では、生活困窮者自立支援法の実施と合わせ、低所得世

帯のための相談窓口の統合を実施するとともに、直接地域と関わる事業を「地域

福祉推進課」へ統合しました。 

平成 29 年度には、「地域福祉推進課」を、ボランティア活動推進事業を中心に

行う「市民力支援課」と、拠点の運営と「生活支援体制整備事業」を行う「支え

あい推進課」に細分化しました。また、ＣＳＷの専従化を図り、拠点に正規職員

を各１名ずつ配置しました。 

「第２次計画」No. 項 目 平成 26 年４月～平成 30年３月の取組み 

Ⅲ－１ 
事務局体制の

見直し 

・平成 27年４月１日： 

 「生活福祉資金担当」と「生活安定応援担当」を統合 

 →「生活支援相談担当」新設

「福祉総務課事業担当」を「地域福祉推進課」へ統合 

・平成 29年４月１日： 

地域福祉推進課を、「市民力支援課」と「支えあい推進

課」に細分化（新設） 
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 評価 

   既存事業の見直しや組織体制の整備などを進めてきましたが、“地域密着型社

協”としての体制はまだ十分とは言えません。複合化する地域課題に対応して

いくために、担当を横断した相談支援と連携ができる体制の整備を行い、社協

として個別支援と地域支援を一体的・総合的に展開していく必要があります。 

   また、職員自らが地域に出向き、地域住民とのつながりを活かした地域福祉

の推進をめざしましたが、広域な八王子市において取り組んでいくためには、

現在の事務局の立地では物理的に難しく、今後の課題となっています。 

「第２次計画」No. 項 目 平成 26 年４月～平成 30年３月の取組み 

Ⅲ－２ 
既存事業の 

見直し 

・平成 26年４月： 

「ひとりぐらし高齢者入浴券支給事業」を市へ移管 

・平成 27年４月：以下の３事業について調整し、市で実

施 

○原爆被爆者見舞金支給事業 

○障がい者通所施設等整備補助 

○長寿を祝う会 

Ⅲ－３ 

コミュニティ

ソーシャル 

ワーカーの 

専従化 

・平成 28年４月： 

「生活支援体制整備事業」を八王子市から受託し、市

内６圏域に「生活支援コーディネーター（第２層）」を

配置 

・平成 29年４月： 

「地域福祉推進拠点ＣＳＷ」の専従化を図り、正規職

員をそれぞれ１名ずつ配置（石川・川口） 

・平成 30年３月 31日：４拠点４名の配置 
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②地域福祉推進拠点の運営 

 ○ 地域福祉推進員の配置

地域の福祉課題等の解決に向けて活動できる「地域福祉活動推進員」の配置を

めざしましたが、市民活動者を受け入れる体制が整わず、まずは体制整備の充実

に取り組みました。 

「第２次計画」No. 項 目 平成 26 年４月～平成 30年３月の取組み 

Ⅲ－６ 
地域福祉活動

推進員の配置 

【具体的な役割】 

①地域情報の収集 

②ボランティアコーディネーションの補助 

③講座や懇談会開催の補助 

④コミュニティカフェの運営補助 

⑤その他、拠点の活動に関すること 

平成27年２月１日：地域福祉活動推進員３名を「地域福

祉推進拠点石川」に配置 

平成28年４月：「地域福祉推進拠点石川」に臨時職員３

名を配置 

平成29年４月～：各拠点に臨時職員を配置 

評価 

  「拠点」の職員体制が整いつつあるため、今後は地域福祉活動推進員の配置を

含めたしくみづくりに取り組んでいくことが必要となっています。 

【人材育成】 

≪人材育成の仕組みづくり≫ 

「第２次計画」では、第１次計画に引き続き「めざすべき職員像」や「職員に求

められる能力」に即した人材育成に取り組みました。外部研修、内部研修等を通じ

て、地域住民と共に歩める社協職員をめざしました。 

①研修体系 

 ○ 研修委員会（仮称）の設置

「研修委員会」を設置し、研修委員会企画による内部集合研修を実施しました。 

「第２次計画」No. 項 目 平成 26 年４月～平成 30年３月の取組み 

Ⅲ－７ 

研 修 委 員 会

（仮称）の 

設置 

【委員会】 

・平成 26年４月１日：「研修委員会」設置

【研修会】 計８回実施 
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○ 自主研修への支援

職員の自己啓発を支援するため、「自己啓発支援要綱」を制定し、研修参加費の

助成と職務免除のしくみを構築し、組織的な支援体制を確立しました。 

「第２次計画」No. 項 目 平成 26 年４月～平成 30年３月の取組み 

Ⅲ－９ 
自主研修への

支援 
・平成 27年４月１日：「自己啓発研修支援要綱」制定

評価 

  研修委員会による内部集合研修の実施と、自主研修への支援については、取組み

を進めることができました。 

  「階層別外部研修」については、計画的受講ができていますが、研修の体系づく

りについては、未整備となっています。 

  今後は、これまで以上に職員一人ひとりが社協の使命を理解し、地域や組織から

求められる役割を遂行していくため、「人材育成の体制づくり」に組織としてさら

に取り組んでいく必要があります。 

【財務】 

≪財務基盤≫ 

地域住民と社協が一体となって活動する拠点の設置等に向けた財源確保のため、

「財務に関する検討委員会」を設置し、財政運営の現状分析や評価を行いました。 

「第２次計画」No. 項 目 平成 26 年４月～平成 30年３月の取組み 

Ⅲ－10 
財務計画の 

策定 

・平成 26年６月１日：「財務に関する検討委員会」を 

設置 

・12月17日： 

「八王子市社会福祉協議会 財務の将来展望 ～第2次いき

いきプラン八王子の推進に向けて～」を会長へ意見具申 

評価 

  拠点開設に伴い、毎年社協自己負担費用が発生していることから、財源の確保を

含め早急に事業展開・経営の方向性を定めていく必要があります。事業の効果測定

やコスト把握等の事業評価を適切に行い、効果的で効率的な経営を行っていくこと

が求められます。 
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第 ３ 章 計画の基本的な考え方 
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あなたもわたしも主役 
～ つながりあい、支えあうまち はちおうじ ～ 

１ 計画の基本理念 

「地域福祉」は、住民が抱える悩みや困難を、生活の場である「地域」を基盤に

公私協働のもと解決を図り、各々が地域で安心して暮らし、自立生活を営めること

を目的とする活動です。 

現在、全国で進められている「地域共生社会の実現」は、市内で取り組まれてき

た地域福祉活動をさらに推し進めるものでありますが、これまで以上に多様な主体

が関わり、つながりあいながら活動を展開していく必要があります。 

本計画の基本理念を設定するにあたり、社協の活動原則である「住民主体」、さ

らに、社会潮流やこれまでの取組みの継続性などを踏まえ、第１、２次計画で掲げ

た 

を、引き続き「基本理念」とします。 

地域社会の主役である住民のみなさん、事業者、各種団体・機関等がつながりあ

い支えあいながら、豊かに暮らすことができる地域社会をめざしていきます。 

２ めざす地域の姿 

『第３期八王子市地域福祉計画』では、「計画の目標とめざす姿」の項で、「住

み慣れた地域で個人が尊重され、活き活きと暮らせるよう共に助けあえる地域づ

くりを進めるというこれまでの基本的な考え方を継承」するとしており、本計画

でもこの考え方を共有して、“めざす地域の姿”を「市民力・地域力で支えあい

－住民が、主体的に地域の課題を把握して、解決をめざすまち」とします。 

また、その実現に向けた３つのテーマを「包括的な相談支援体制の構築」、「多

様な『支えあい』のしくみづくり」、「市民力・地域力の向上」と設定します。 



26 

３ 計画の展開（体系図） 

【基本方針１】 

地域の生活課題に関心を寄せ、その把

握と解決に向けて活動しよう 

目標１ まちの未来について考えよう！ 

目標２ なんでも、誰でも相談できる場をつく

ろう！ 

【基本方針２】 

学びや交流・参加をとおして共に育ち

あい、つながりあって活動しよう 

目標１ 気軽に・誰もが集える身近な居場所を

つくろう！ 

目標２ 地域で支えあいのしくみをつくろ

う・参加しよう！ 

目標３ 共に学び、育ちあう場をつくろう！ 

基本理念 
あなたもわたしも主役 

～つながりあい、支えあうまち はちおうじ～ 

めざす姿 

市民力・地域力で支えあい－住民が、主体的に地域の課題を把

握して、解決をめざすまち 

－住民が、主体的に地域の課題を把握して、解決をめざすまち 

テーマ

・包括的な相談支援体制の構築 

・多様な「支えあい」のしくみづくり 

・市民力・地域力の向上

地域福祉活動計画 

【基本方針１】 

包括的な相談・支援体制の構築 

目標１ 地域福祉推進拠点の拡充・運営 

【基本方針２】 

社協と地域が一緒に問題解決できる 

体制づくり 

目標１ 事務局体制の強化 

目標２ 地域に貢献できる人材の育成 

目標３ 社会福祉法人のネットワークによる

地域公益活動 

目標４ 健全な財務運営

社協発展強化計画 
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第 ４ 章 地域福祉活動計画
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１ 基本方針と目標 

前章「計画の基本的な考え方」を踏まえ、「地域福祉活動計画」では、「めざす姿」

の実現に向けて基本方針と目標を設定し、それぞれに具体的な活動を展開していきま

す。 

○基本方針１ 

「地域の生活課題に関心を寄せ、その把握と解決に向けて活動しよう」 

★目標１ まちの未来について考えよう！ 

活動項目① 小地域における福祉活動計画の策定 

★目標２ なんでも、誰でも相談できる場をつくろう！ 

活動項目① 「（仮称）だれでもなんでも福祉相談窓口」の設置 

活動項目② 地域の声が集まり、伝わるしくみづくり 

○基本方針２ 

「学びや交流・参加をとおして共に育ちあい、つながりあって活動しよう」 

★目標１ 気軽に・誰もが集える身近な居場所をつくろう！ 

活動項目① サロン活動、子ども食堂の拡充 学習支援・世代交流の場づくり

活動項目② ひきこもり家族会等との連携による居場所づくり

★目標２ 地域で支えあいのしくみをつくろう・参加しよう！ 

活動項目① 住民主体の小地域福祉活動の拡充 

活動項目② 災害に備えた支えあい、見守り活動の拡充 

活動項目③ 「うぃずサービス」の利用促進と協力会員の拡充 

活動項目④ 成年後見制度の利用促進

★目標３ 共に学び、育ちあう場をつくろう！ 

活動項目① 福祉教育－体験学習の充実 

活動項目② 地域福祉推進拠点圏域での学びの場の創出 

活動項目③ 地域福祉推進拠点での趣味・特技をいかした活躍の場の創出
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〈背景〉 

私たちの暮らす八王子は、約 58 万人が暮らしており、186.38 平方キロメート

ルという広い面積を有し、中心市街地をはじめ、歴史あるまち、山あいのまち、

高度経済成長期に開発された大規模住宅街、ニュータウンに代表される高層住宅

街など、さまざまな姿を持っています。 

高度経済成長期に開発されたまちでは、現在、住民の約 40％が 65歳を超える地

域も少なくありません。そこでは、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増

加傾向となっています。一方で、子育て真っただ中の世帯が多く暮らすまちもあ

るなど、まちの様子はそれぞれ異なり、一様ではありません。 

それぞれ違った様相のまちに様々な生活課題があり、その地域の状況に即した

解決の取組みが必要となってきます。 

２ 活動の展開 

基本方針１ 地域の生活課題に関心を寄せ、その把握と解決に向けて 

活動しよう 

【目標１】まちの未来について考えよう！ 

一般世帯における高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯数等 

資料：国勢調査  

※関連データを掲載 
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活動項目① 小地域における福祉活動計画の策定 

〔取組みの展開〕

小地域における福祉活動計画の策定は、住民がより身近な地域において、自分た

ちの地域の福祉課題を明確にし、その解決にむけて、自主的・継続的に取り組んで

いくしくみを作るものです。 

地域の状況に即して、解決すべき取組み、必要となる計画が異なるため、八王子

市の地域性を考慮し、初年度には東部・東南部（ニュータウンエリア）、中央部（中

心市街地）、西部・西南部・北部（市街周辺地域）等、地域特性の異なる３エリア

で試行的に取り組み他地域への展開を図ります。 

年度 2019 年度   2020 年度   2021～2024 年度 

内容 

3つのモデル地域で試行 ・モデル地域における検

証 

・「手引書」作成 

・試行 3地域のモニタリ

ング 

他地域に展開 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

モデル地域での取組みの方法

まずは、地域住民のみなさんが集まり、地域の福祉について話しあう機会を持ち

ましょう。社協のＣＳＷや生活支援コーディネーター等が計画作りのお手伝いをし

ます。 

 地域(住民)の関わり 

・町会・自治会及び管理組合関係者、民生委員・児童委員をはじめ、ボランテ

ィア団体、社会福祉団体や事業者、シニアクラブ、趣味のサークル、子供会、

学校関係、家族会など、計画作りの圏域で活動されている方は、ぜひ参加し

ましょう。 

・日頃感じている地域課題を出しあい、解決すべき課題の整理・共有をしまし

ょう。 

・めざしたいまちの姿、課題解決のアイデアなどをまとめ、「計画」として地

域にむけて発信しましょう。 

・それぞれの立場や活動を通じて、計画した項目を実践しましょう。 

 社協の役割

・住民のみなさん、関係機関への呼びかけと場の設定を行います。「協議体」

など既存の会議などがあれば、活用していきます。 

・会議のファシリテーター役（進行役）を担います。 

・計画作りの全面的なバックアップをします。 

・モデル地域での活動を通じて計画作りの「手引書」を作成します。 

・各地域への啓発を進めます。 
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〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

小地域における計画作りは、私たちの暮らすまちを見つめ直し、将来に向けて夢

を描く取組みです。地域の主役である住民の方々が“集い”“話しあい”“想いを

寄せあい”ながら、いつまでも安心して暮らし続けることのできるまちづくりの取

組みです。 

社協も、地域の一員として、地域のみなさんと笑顔と喜びを分かちあい、安全・

安心なまちづくりをめざします。ぜひ、一緒に取り組みましょう！

◎計画作りの意義・効果

①中・長期的な見通しを持って、計画的に取り組むことができます。 

②課題の把握を通じて、活動の優先度や重点が明確になります。 

③住民にできること、専門機関や行政が担うことの整理ができます。 

④さまざまな社会資源を知ることができます。 

⑤計画作りの過程で住民どうしの連帯が強まり、専門機関等との連携も深まりま

す。 

⑥計画の広報や活動を通じて、住民の理解と協力を得る機会になります。
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〈背景〉 

行政が実施する分野ごとの相談窓口の体制は充実してきています。しかし、複

合化・複雑化しているケース、制度の狭間にあるケース、支援を必要とする人自

ら相談に行く力がなく、地域の中で孤立しているケースなど、新たな状況が顕在

化してきています。 

“深刻になる前に相談してくれれば良かったのに”と感じた経験のある方々も

いるのではないでしょうか。また、何気ない言葉や行動で周囲の人たちが気づく

こともあります。 

困りごとや悩みなど、知られたくない思いもあるはずです。生活の場に近いと

ころで、あまり構えずに相談できる場があることは、「安心して暮らせる地域」の

要素のひとつとも言えるのではないでしょうか。 

八王子市のデータによると、児童虐待に関する相談件数は年々増加し、平成 29

年度は 17,501 件となっています。同 25 年度は 10,019 件であり、1.7 倍強の相談

件数の増加となっています。社会の関心の高さや機関連携が進んだことにより相

談件数も増えていると考えられ、解決に向けた対応が実施されています。 

一方、「8050 問題」といわれる、地域から孤立した世帯において同居の子どもが

親の死を放置し事件となるケースが度々報道されています。 

ご自身で相談できる方ならば気軽に足を運べる場、地域の方々が普段の生活の

中で気づいたことを信頼して相談できる場、そして何よりも、早期に発見し大事

に至らない、命を大切にするまちづくりが必要です。 

【目標２】なんでも、誰でも相談できる場をつくろう！ 

児童虐待に関する相談件数（各年度末時点）

資料：子ども家庭支援センター  

※関連データを掲載 
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活動項目① 「（仮称）だれでもなんでも福祉相談窓口」の開設 

〔取組みの展開〕

社協では、市内の社会福祉法人とネットワークを組んで「地域公益活動」の準備

を進めています。社会福祉法人の職員は、いわば福祉のプロであり、その知識と知

恵を地域生活の場に提供することは、住民にとっての「安心の源」となります。社

会福祉法人の経営する施設を窓口に、順次「(仮称)だれでもなんでも福祉相談窓口」

を開設していきます。 

年度 現 状 2019～2024 年度 

内容 

平成30年度に八王子施設長会、八

王子私立保育園協会と実施につい

て検討 

順次開設 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

「地域公益活動」を、社会福祉法人のネットワークを基盤に進めるために、社協

がコーディネートを行います。 

 地域(住民)の関わり 

・困りごとがあれば、まず相談しましょう。 

・気になる人や地域のことなどを、情報として寄せましょう。 

・課題解決に向けて、地域(住民)のできる範囲で一緒に活動しましょう。 

 社協（社会福祉法人）の役割

・統一的な相談受付フォーマットを作成します。 

・相談担当職員相互の情報交換の場を拠点圏域単位で設けます。 

・相談窓口が地域に浸透するよう、周知を徹底します。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

生活課題は個人、地域でそれぞれにあります。個人や家族、地域の方々とともに

解決できることが大半である反面、専門機関の関わりがあって解決できる課題も少

なからずあります。そんな時に親身にお話をうかがう社協や福祉施設をめざしてい

ます。 

社会福祉法人が運営している各施設の職員は、その利用者のみならず、地域の

方々に寄り添って働くことを望んでいます。気軽にお訪ねいただき、その知識や技

術をぜひ活用してください。
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◎（仮称）だれでもなんでも福祉相談窓口の意義・効果

①身近な福祉施設で相談できることは、課題の早期発見に結び付きます。 

②福祉施設の専門性を発揮し、地域へ還元できます。 

③相談内容がその施設の専門分野外、または複雑で多機関連携が必要な場合は、

CSWがコーディネートし、適切に対応できます。 

④日頃の業務を通じて守秘義務や個人情報保護などの重要性を認識しており、安心

感があります。 

⑤地域の身近な施設として、地域活動との連携がいっそう深まります。 

活動項目② 地域の声が集まり、伝わるしくみづくり 

〔取組みの展開〕

サロンや支えあい・見守りなど地域で組織的に展開されている活動は、何気ない

相談が寄せられる場であると同時に、“気づき”の場でもあります。また、地域福

祉の推進役である民生委員・児童委員の方々には、さまざまな相談が寄せられてい

ます。個々に寄せられた相談・気づき・地域課題を包括的に受け止める機会を拠点

が担います。 

ここでは、地域福祉活動をするスタッフのみなさんや専門職と随時情報交換（地

域のネットワーク）を進め、解決の方策を検討します。地域のネットワークで解決

が難しい内容や制度化が必要と思われる事案については、市の「専門的な相談・支

援機関ネットワーク」につなぎ、途切れることなく対応することができるしくみづ

くりを進めます。 

年度 現 状 2019～2021 年度 2022～2024 年度 

内容

6圏域での「第2層協議体」

開催回数：14回 

・拠点圏域を単位に、情報交換会（「ネットワー

ク会議」）を開催します。 

※「協議体」等既存の会議体との合流、統合等

の調整を行います。 

・地域だけでは解決できない課題を、市で新規に

組織する「包括的な地域福祉ネットワーク会

議」につなぎ、途切れることなく対応します。 

サロン団体交流会開催回数： 

20回 

小地域福祉活動情報交換会： 

４回 

「地域ケア会議」参加回数： 

40回 
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≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

拠点を、さまざまな相談を丸ごと受けとめる場として位置づけます。また、情報

交換の場を小地域における「福祉活動計画」作りと関係づけて進めます。 

 地域(住民)の関わり 

・守秘義務等の研修に参加しましょう。 

・「ネットワーク会議」に参加しましょう。 

・日常生活や活動の中で気づく個人、地域の変化を、適宜拠点へ伝えましょう。 

 社協の役割

・地域の方々へ、守秘義務や個人情報保護等、人権保護に関する研修を実施し

ます。 

・拠点圏域で情報交換会（「ネットワーク会議」）を開催します。 

 ※「協議体」等既存の会議体との合流、統合等の調整を行います。 

・ＣＳＷが、市の設置する「包括的な地域福祉ネットワーク会議」へ情報を上

げ、その結果を地域へ還していきます。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

地域の課題や生活課題を敏感に感じ取る方々は、やはり、そこに暮らし、活動し

ている地域の住民のみなさんです。些細なことでも見逃さない、関心を持つという

意識を住民の方々が持っていただくと、これまで見えていなかったことが見えるよ

うになります。 

それらを“自分事”として受け止め、解決に向けて社協とともに取り組み、安心

できる地域をつくりましょう。

◎地域の声が集まり、伝わるしくみづくりの意義・効果

①お互いに気遣う風土が生まれます。 

②個別の課題を「我が事」として捉えることができます。 

③活動スタッフ、民生委員・児童委員、福祉専門機関（職）の連携が深まります。 

④小地域の福祉活動計画作りにつながります。 
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〈背景〉 

【サロン活動と「子ども食堂」】 

サロン活動や子ども食堂は、地域住民が「町会・自治会会館」や「市民センタ

ー」等に集い、レクリエーション、食事などを通じて交流を図る場であり、いわ

ゆる“居場所”活動と言われており、市内で活発に展開されています。 

平成 24 年度末、100 か所で開催されていたサロン活動は平成 30年 10 月時点で

163 か所に増え、広がりを見せています。サロン活動は、特に高齢者の孤独解消

や生きがいづくり、仲間づくりに効果があると言われています。また、平成 28 年

度からは、介護予防を目的に週１回以上の頻度で開催されるサロン活動も展開さ

れています。 

子ども食堂は「食」を通じて多世代が交流する場となっており、地域に浸透し

始めています。 

今後も、高齢化の進行とともに、移動に不安を抱える方々の増加が見込まれる

ため、“もっと身近な場所”での居場所づくりが求められています。 

基本方針２ 学びや交流・参加をとおして共に育ちあい、つながりあい、

活動しよう 

【目標１】気軽に・誰もが集える身近な居場所をつくろう！ 

地域交流サロン活動支援団体数（各年度末時点） 

資料：社会福祉協議会  

※関連データを掲載 



38 

【家庭学習の支援】 

生活困窮者への自立支援が法制化され、自治体により各種対策が進められてい

ます。その一つに「無料学習塾」があり、市内でも、八王子市が実施している塾

やＮＰＯ等の民間団体による塾が複数箇所で開催されています。 

無料学習塾は、現状では、サロン活動のような地域を基盤とする活動とは目的

が異なり、生活困窮者を対象としたものとなっています。その他にも、家庭の状

況を問わず地域のボランティアが家庭学習を支援しようとする機運も芽生えてい

ます。 

住民主役の地域福祉活動として捉えていくには、住民の方々が誰でも参加でき、

その場に通うことができる環境であることが望まれます。 

平成 30 年度に「地域福祉推進拠点石川」を会場に、社協主催による「勉強お助

けサポーター養成講座」を開催しました。シニア世代の社会参加、子どもの学習

支援、シニア世代と子どもたちの世代間交流の促進を目的としたこの講座に、12

名の方々が参加し、講座終了後は子どもたちの学習支援を行いました。その後、

サポーターの方々はグループを立ち上げ、自主活動として『勉強お助け石川教室』

を月 3～4回開催しています。対象は小中学生としていますが、活動は、家庭状況

等を問わずに行われています。 

子どもたちの健やかな成長を願い、成長の過程を支援していくことは、大人の

役割です。また、子どもたちに、大人の支援を実感し、交流を通じて世代を超え

て支えあう意識を育んでもらうことは、少子高齢化が進行する社会にとっては必

要なことです。 

活動項目① （１）サロン活動、子ども食堂の拡充 

〔取組みの展開〕

サロン活動や子ども食堂など、地域を基盤に展開されている活動について、社協

では、その地域の年齢構成や社会資源の状況、使用可能な施設、居場所の分布・数、

ボランティア等の活動状況などの地域アセスメントを進めます。地域の方々の声も

踏まえながら、居場所づくりが必要であろうと思われる地域への働きかけを継続し

ます。 

地域の方々においても、活用できそうな施設、場所、活動可能な人を把握するな

ど、情報を集めていただき、社協と協働していただくよう、理解を求めていきます。 
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○サロン等団体数の目標 

年度 現 状 2020 年度 2021～2024 年度 

内容 

高齢者サロン数：142団体 

（うち常設サロン 

団体数：18団体） 

高齢者サロン数：

180団体 

継続 

（次期高齢者計画を

反映） 

子育てサロン数：11団体 ・ニーズに応じて随時立ち上げ支援を行いま

す。 

子ども食堂数：13団体 15団体 21団体 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

生活支援コーディネーターが進めている地域支援に、ＣＳＷ、他の社協職員も関

わり、居場所活動の必要性を地域へ発信し、働きかけを継続します。 

 地域(住民)の関わり 

・居場所の効果について再確認しましょう。 

・スタッフとして活動しましょう。 

・居場所での活動メニューやアイデアを出しあいましょう。 

・声掛けやゆるやかな見守りなど、日常生活にも気を配りましょう。 

 社協の役割

・居場所の効果・実績を踏まえて広報活動を強化します。 

・“アウトリーチ”による相談支援を強化します。 

・講座、情報交換を通じて活動の担い手の育成・発掘を進めます。 
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◎サロン活動、子ども食堂の意義・効果

①出会いや交流、ふれあいが生まれます。 

②人と人の信頼関係を築く場ともなります。 

③住民どうしの「顔の見える関係」が進み、日常でお互いに気に掛けあう気持ちが

芽生えます。 

④互いに気に掛けあうことで、生活上の変化に気づき、虐待・孤独死・詐欺被害な

どの予防・早期発見が可能となる効果が期待できます。 

⑤人と人とのつながりが広がることで、地域の諸課題に対し、連携して解決に取り

組むきっかけづくりになります。 

（２）学習支援・世代交流の場づくり 

〔取組みの展開〕

  「地域福祉推進拠点石川」の実績を踏まえ、各圏域で順次「勉強お助けサポータ

ー養成講座」を開催します。サポーターが地域で活動できるよう支援し、シニア世

代の地域参加の機会と子どもたちの学習支援・世代交流の場づくりを進めます。 

また、社協が運営する「学童保育所」に通う児童が、保育の時間を使って学校の

宿題をしています。このような、既にある子どもの居場所とサポーター活動をコー

ディネートし、学習支援を通じて世代間交流の場を広げていきます。 

○学習支援サポーター団体数の目標 

年度 現 状 2021 年度 2024 年度 

内容 1団体 ６団体 21団体 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

拠点で地域への働きかけ全般を行います。 

 地域(住民)の関わり 

・講座に参加しましょう。 

・培った知識を子どもたちに伝えましょう。 

・勉強のほか、子どもの相談などにも寄り添いましょう。 

 社協の役割

・「勉強お助けサポーター」養成の講座を開催します。 

・子どもへの周知、チラシなどの配布につき、学校に協力依頼します。 

・サポーターのグループ化と活動の自主化を支援します。 
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〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

子どもたちは、地域の宝であり、将来への力です。貧困や虐待などの社会問題が

後を絶たない今、八王子の将来を担う子どもたちが、希望をもつことができる地域

社会を創造していくことが必要です。 

ぜひ、子どもと一緒の時間を過ごしましょう。

◎家庭学習支援の意義・効果

①多世代交流を図るきっかけになります。 

②学習支援を通じて子どもたちの状況を把握でき、早期の支援につながります。 

③家庭の経済的な問題で学習塾に通えず、無料塾の対象にならない子どもへの学習

機会の提供になります。 

活動項目② 課題を抱えている家族会等との連携による居場所づくり 

〔取組みの展開〕

 家族会・当事者団体・自助グループ等は、介護や子育て、アルコール依存やひき

こもりなどの問題を抱えた人たちや家族が、同じ問題を抱えた人や家族とお互いに

悩みを分ちあい、共有し、連携することで支えあう団体です。支えあいを通して、

地域で安心して生活できるための活動を行っています。 

中でも、社会問題化するひきこもり状態の世帯や個人について、八王子における

その実態は、保健所や八王子若者サポートステーション、家族会等が個々の関わり

の中で把握していますが、全体像ははっきりしない状況にあります。 

それぞれの家族会等が抱えている課題について、機関・団体が把握している情報

の共有を通じて、実態の把握、課題の整理や支援策の検討などに努め、家族会（当

事者団体・自助グループ）の活動を支援します。 

年度 2019～2024 年度 

内容 

家族会（当事者団体・自助グループ）の活動支援や関係機関・団

体との連携のもと、実態把握・周知を図り、居場所づくりに取り

組みます。 
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≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

 地域(住民)の関わり 

・家族会(当事者団体・自助グループ)等の活動と抱える問題について理解しま

しょう。

 社協の役割

・家族会等、関係機関・団体等との情報交換の場を設けます。 

・居場所づくりの支援を行います。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

現在、ひきこもり状態にある子どものいる世帯は、全国で約26万世帯と推計さ

れています（厚生労働省）。さまざまな要因の結果として社会参加（就学、就労、

家庭外での交遊など）を回避していると考えられています。 

悩み、困っている方々を地域社会の一員として受け止め、共に支えあっていきま

しょう。

◎ひきこもり家族会等との連携による居場所づくりの意義・効果

①活動を通じて、実態を把握できます。 

②周知することにより、顕在化を図り支援へとつなげていけます。 

③居場所は社会生活自立（社会参加）への足掛かりとなります。 
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〈背景〉 

 現在、多くの地方自治体では、“団塊世代”の方々が後期高齢者（75 歳以上）

となる 2025 年を目標の一つとして、「地域包括ケアシステム」の体制づくりを進

めています。とりわけ、地域づくりを視野に入れた住民による支えあいを推進す

ることが大きなテーマとなっています。 

本市における住民の支えあい活動は年々活発になってきています。「第２次計

画」策定時は住民の支えあいに取組んでいる団体 10 か所程度の活動を把握し、こ

れまで定期的な情報交換を実施してきました。さらに、新たに立ち上げる活動の

支援に活動団体の皆さんと共に取り組み、平成 30 年 10 月現在では 23 団体が地域

で活動しています。 

また、近年自然災害が各地で多発し、甚大な被害が発生し、尊い命が失われて

いる現実があります。自然災害を防ぐことはできませんが、被害を小さくしよう

とする備えはできます。災害時の助けあいも含め、地域住民どうしで見守りのし

くみを立ち上げた例や、町会・自治会、中学校など地域ぐるみで防災訓練を実施

し、いざという時に備える日頃からの活動が活発になっています。 

一方で、平成 12 年には、国の施策として「成年後見制度」がスタートしました。

今後増加するであろう認知症の方々や知的障害、精神障害の方々の利益と財産を

守るための制度として現在運用されています。八王子市では『成年後見・あんし

んサポートセンター八王子』を社協内に設置し、制度の利用促進に取り組むとと

もに、「市民後見人」の養成を行い、市民による助けあいの輪を広げています。 

【目標２】地域で支えあいのしくみをつくろう・参加しよう！ 

活動項目① 住民主体の小地域福祉活動の充実 

〔取組みの展開〕

小地域における住民の支えあい活動（小地域福祉活動）は、訪問型の住民主体サ

ービスとして活動が展開されています。社協では、平成 23 年から、活動支援の一

環として定期的に情報交換会を開催し、現在（平成 30 年 10 月時点）まで 28 回を

重ねています。情報交換会は、互いの活動の様子を知る場として、また、励ましあ

い学びあう場として機能しています。 

また、「介護予防・日常生活支援総合事業」の「住民主体サービス」では、新規

団体の立ち上げに関して、既存の団体が培ったノウハウを、情報交換の場や社協の

広報活動等を通じて地域へ発信しています。今後、小地域福祉活動を行う団体の立

ち上げを支援し、拡充を図ります。 
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○小地域福祉活動団体数の目標 

年度 現 状 2020 年度 2022 年度 2023～2024 年度 

内容 23団体 28団体 37団体 拡充 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

ＣＳＷや生活支援コーディネーターが、住民の支えあい活動の効果や必要性につ

いて地域へ発信し、立ち上げ支援を行います。 

 地域(住民)の関わり 

・講座や情報交換の場へ参加しましょう。 

・支えあいの活動に参加しましょう。 

・町会・自治会等に支えあい活動を取り入れましょう。 

 社協の役割

・「地域の助け合い活動応援講座」を市と共に開催し、担い手の発掘・育成に

努めます。 

・情報交換の場を定期的に設けます。 

・広報活動を強化します。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

日常の暮らしの中で、手伝ったり手伝われたり、お互いの助け合いは以前から、

地域の中で自然に行われてきました。しかし、時代の流れの中で家族態様や社会環

境、個人の価値観の変化なども影響して、「困った時はお互い様」という気持ちが

弱くなってきています。 

そのような状況の中で、頼りになるのはやはり隣近所であり地域である、という

思いも、一方にはあるのではないでしょうか。そんな今だからこそ、“困った時は

お互い様”の精神をいかした、新たな支えあいのしくみが必要になってきています。 

世代を超えて、誰でも、できるときにできることをして、支えあえる地域づくり

を、地域のみなさんと社協でめざしましょう。

◎住民主体の小地域福祉活動の意義・効果

①活動を通じて、人と人のつながりが育まれ、豊かな地域づくりにつながります。 

②互いの生活を気遣う心が育まれます。 

③気遣いを通じて、個人の生活課題や地域課題を早期に発見できます。 

④活動の存在そのものが、暮らしの安心感につながります。 
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活動項目② 災害に備えた支えあい、見守り活動の拡充 

〔取組みの展開〕

 平成 20 年から進めている「災害ボランティアリーダー」の養成を引き続き継続

し、災害発生時の「災害ボランティアセンター」について、支えあいの精神を基盤

に、市民参加で運営できるよう、体制づくりを進めます。 

災害ボランティアリーダー養成では、中学校で実施されている防災訓練や地域の

自主防災組織、さらには八王子青年会議所との連携による訓練など、新たなプログ

ラムを加えた講座を開催します。 

また、日頃からの小地域福祉活動やサロン活動による支えあいや見守りの実践が

災害時の救援や復旧・復興期の力になります。 

年度 現 状 2019～2024 年度 

内容 災害ボランティアリ

ーダー登録者数： 

129名 

・災害ボランティアリーダー養成講座を実施 

・災害ボランティアリーダーの登録を更新 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

 地域(住民)の関わり 

・「災害ボランティアリーダー養成講座」を受講しましょう。 

・地域の防災訓練に参加しましょう。 

 社協（社会福祉法人）の役割

・「災害ボランティアリーダー養成講座」を引き続き開催します。 

・八王子青年会議所と災害時の協定締結の協議を進めます。 

・地域の防災訓練と「災害ボランティアセンター運営訓練」を連携させます。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

近年、八王子でも大雨や大雪の異常気象による災害が発生しています。これまで

は局地的な災害に止まっているようですが、被災すれば復興には時間と労力が必要

になります。気象はある程度予測がつき、備えの時間もありますが、大地震はいつ

起こるか分かりません。 

やはり平時からの取組みがあってこそ、大地震が突然に襲い掛かった場合にも、

慌てず、的確に対処できるものだと思います。 

「日頃の交流や支えあいが活発な地域は、災害発生後の復興も早い」と言われて

います。日常を大切に、非常時に備えましょう。
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◎災害に備えた支えあい、見守り活動の意義・効果

①災害ボランティアリーダーの養成講座に参加することにより、防災意識を高めま

す。 

②地域や関係団体と連携した訓練を通じて、災害ボランティアセンターの役割など

への地域の方々の理解が促進されます。 

③日頃の支えあいにより、災害時の被害を最小限に留められます。 

④災害は誰もが被る可能性のあるものであり、住民が同じ視点で取り組める課題で

もあり、地域の連帯感を醸成します。 

活動項目③ 「うぃずサービス」の利用促進と協力会員の拡充 

〔取組みの展開〕

地縁などを基盤とした小地域福祉活動は、日常生活の延長線上の支えあいとして

有益ですが、一方で、組織だった活動、制度による活動での対応が望まれることも

あります。 

「うぃずサービス」は、平成 12 年から社協が実施主体となり、市民相互の助け

あい活動を有償で行う事業として展開してきました。 

ここ数年、サービスの提供者である「協力会員」の減少が続いており、利用会員

の希望があってもサービスをマッチングできない状況が生じてきました。 

制度のすき間を埋める、市民相互の「助けあいの意識」を醸成するなど、「うぃ

ずサービス」は必要なサービスです。そのため、平成 30 年度からは、協力会員年

会費を 2,000 円から 500 円に引き下げて協力会員の負担を軽減するとともに、協力

会員を募るＰＲに努め協力会員のさらなる拡充を図っています。 

○うぃずサービスの協力会員数、活動件数の目標 

年度 現 状 2020 年度 2022 年度 2023～2024 年度 

内容 

協力会員数：

207人 
215人 230人 

拡充 
活 動 件 数 ：

9,732件 
10,000件 10,700件 
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≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

「協力会員の増員」が直近の課題であることから、広報活動を強化します。 

 地域(住民)の関わり 

・説明会に参加し、うぃずサービスの内容を知りましょう。 

・協力会員として活動しましょう。 

 社協の役割

・広報活動を強化します。 

・ニーズに応じたサービス内容の見直しを行います。 

・会員募集の説明会を市内各所で開催します。 

・コーディネート機能を、拠点のＣＳＷと連携して強化します。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

うぃずサービスは、住民参加型サービスとして実施しています。サービスの担い

手（協力会員）として住民の方々にご活躍いただき、利用者（利用会員）の生活支

援を行っています。 

社協職員がコーディネートを担当することにより、協力会員は活動を、利用会員

はサービス利用を、それぞれ安心して行えるよう努めています。 

これからも「安心」をお届けできるよう事業運営してまいりますので、住民の方々

の参加と利用をお待ちしています。

◎うぃずサービスの意義・効果

①利用会員は、サービスを利用するほか、生活に関するさまざまなアドバイスを得

ることができます。 

②市内全域をサービス提供範囲としていますので、近隣での支えあいになじめない

方への対応もできます。 

③協力会員は、研修や会員相互の交流の場を通じて、ご自身の成長に結びつきます。 
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活動項目④ 「成年後見制度」の利用促進 

〔取組みの展開〕

「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が平成 28 年に施行され、国全体で

成年後見制度の利用促進が図られています。『八王子市第３期地域福祉計画』では

「成年後見制度利用促進計画」を定め、社協が中核機関としてその動きを促進して

いくことになりました。特に「市民後見人（社会貢献型後見人）」の養成について

は、平成34年度までに93名の市民後見人候補者を養成する目標が掲げられました。 

このことを踏まえ、制度の周知・啓発活動、養成講座も引き続き開催し、制度に

関心を持ってくれる住民を増やし、「市民後見人」として十分活躍できる知識・技

量を培っていただくよう、研修を強化します。 

更に、社協として「法人後見」の受任についての検討を行います。 

○市民後見人候補者登録者数、講座等開催回数の目標 

年度 現 状 2020 年度 2022 年度 2023～2024 年度 

内容 

市民後見人候補者の

登録者数：41人 
63人 93人 

拡充 
成年後見制度に関す

る講座・学習会の 

開催回数：9 回（延

べ234人）

11回 

（延べ250人） 

13回 

（延べ270人） 

年度 2019（平成 31）年度 

内容 
「法人後見」の受任について八王子市と協議するとともに、他の推進機関で

実施している法人後見事務についての調査研究をする。 
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≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

周知・啓発・講座開催など、地域への働きかけを強化します。また、弁護士や司

法書士、社会福祉士等の職能団体との連携をさらに深め、制度の利用促進や市民後

見人の養成に寄与していただくよう働きかけます。 

 地域(住民)の関わり 

・社会全体で支えあうしくみとして、成年後見制度を正しく理解しましょう。 

・養成講座や各種学習会に参加しましょう。 

・市民後見人として活躍しましょう。 

・不安があったら中核機関に相談しましょう。 

 社協の役割

・中核機関としての周知を図ります。 

・講座や学習会等を通じて成年後見制度の周知・啓発を強化します。 

・市民後見人養成講座を開催します。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

成年後見制度は、平成12年にスタートした国の制度です。判断能力が低下して

も、地域で安心して生活できるよう、「社会全体で支えあう」を前提に、市民後見

人（社会貢献型後見人）にも期待が寄せられています。 

制度を正しく理解し、市民後見人として活躍していただける方は、ぜひ社協と歩

みを共にしましょう。

◎成年後見制度の意義・効果

①社会全体で支えあうしくみのひとつです。 

②判断能力の低下した方々の財産管理と身上保護を可能にします。 

③知的障がいや精神障がいによる不利益や差別を防止できます。 

④判断能力が十分なうちに、将来の判断能力の低下に備える「任意後見制度」があ

ります。 

⑤社協が中核機関を担うことで、後見人選任前の相談 マッチング 申立て支援 

選任後の後見人支援に一貫して関われます。 
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〈背景〉 

 社協では、「福祉教育」の一環として、学校や地域からの要請に基づき「福祉体

験学習」を提供しています。内容は、車いすの体験や点字の体験、障がい当事者

による講話などを組み合わせて行います。 

小さな頃から同じ地域で暮らす高齢者や障がいのある人の存在を知り、生活に

ついて学び、共に暮らしているのだ、という意識、困っている人を気遣う心を育

て、“どうやったら助けることができるか”、“自分は何ができるか”などを考える

こと、そしてできることをできる範囲で実践することをプログラムに盛り込み、

実施しています。 

拠点では、これまで地域ニーズに基づき、関係機関と連携して「家庭介護の方

法」や「地域での支えあい活動の立ち上げ」「認知症サポーター養成講座」等を、

開催してきました。また、「生活支援体制整備事業」においては、平成 28 年度か

ら高齢者に対する生活支援など、地域でできる助けあい活動についての講座「地

域の助け合い活動応援講座」を、地域活動の担い手育成を目的に継続開催してい

ます。 

このほか、社協では、傾聴や精神保健に関するボランティア講座、青年層をタ

ーゲットとした「夏休みボランティア体験」、成年後見制度の利用促進を図る講座

などさまざまな講座を提供しています。八王子市では、住民や地域の多様な要望

に応えられるよう、「出前講座」として、各種の講座メニューを用意しており、多

くの団体も多彩な講座を開催し、住民の方々にとっての“学びの場”は増えてい

ます。 

また、地域には、さまざまな特技・技術を持ち、その特技等を活かして地域貢

献したいと思っている方々も多くいます。編み物や折り紙、書道などの創作、体

操やダンスなどの体を動かす活動は、市内の町会会館や市民センター、ホールな

どで活発に開催されています。 

【目標3】共に学び、育ちあう場をつくろう！ 

活動項目① 福祉教育－体験学習の充実 

〔取組みの展開〕

社協では引き続き、学校・地域等の要請に応じて体験学習を提供します。これま

でも協力いただいた「体験学習サポーター」（ボランティア）の養成を継続すると

ともに、さらに保護者や地域の方々が参加できる学習の場づくりを進め、市民相互

で学び、育ちあう環境づくりに努めます。 
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また、障がい者団体等との連携を深め、学年や年齢層に合わせた新たな学習プロ

グラムの開発、学習の場の開拓等を進めていきます。 

○体験学習実施回数の目標 

年度 現 状 2020 年度 2022 年度 2023～2024 年度 

内容 

体験学習実施回数

178件（117件） 

延 14,304人 

（延 13,714人） 

体験学習メニュー 

・車いす体験 

・高齢者疑似体験 

・点字体験 

・ブラインド体験 

・障がい当事者の 

講話 

・手話体験 

190件 

（130件） 

延べ15,200人 

（延べ 15,000

人） 

200件 

（140件） 

延べ16,000人 

（延べ 16,500

人） 

拡充 

※１ （ ）内は、第3期八王子市地域福祉計画の数値  

年度 2019 年度 2020 年度 2021～2024 年度 

内容 

体験学習プログラムの検

討 

・学年別テーマ 

・学習のねらい 

・学習活動の内容 

・協力者(団体) 

プログラムの作成・周知 実施 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

 地域(住民)の関わり 

・体験学習サポーター（ボランティア）として活動しましょう。 

・体験学習を通じて地域福祉について考えましょう。 

 社協の役割

・引き続き体験学習を提供します。 

・新たな体験学習のプログラムを検討します。 



52 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

「福祉教育」は子どもだけのためのものではありません。大人の学ぶ姿を子ども

に見せること、一緒に学ぶという体験は貴重だと思います。 

学びと実践を繰り返しながら、より良い地域をつくっていきましょう。 

◎福祉教育（－体験学習）の意義・効果

①互いの違いを認めあい、人の気持ちに共感できる力が育ちます。 

②地域住民全体で子どもたちを見守り育む意識の醸成につながります。 

③学校・地域・家庭・社協がつながることで、「地域の福祉力」が高まります。 
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活動項目② 地域福祉推進拠点圏域での学びの場の創出 

〔取組みの展開〕

 21 の拠点の圏域には、それぞれに違ったまちの様相があります。そして、それぞ

れに生活課題があり、地域の状況に即して解決すべき取組みが必要となってきます。

その解決に向けて行動するための学びも必要です。今後、拠点がさまざまな相談を

受ける窓口になることから、地域の声を反映した学びの場を、住民とともに創出し

ていきます。 

また、学びの場を通じて地域住民の連帯意識も高め、小地域の福祉活動計画策定

のきっかけづくりにつなげていきます。 

なお、従来から実施しているボランティア活動の推進についても引き続き取組み

を行います。養成講座等の実施によりボランティアの発掘・育成を進めるとともに、

ボランティア活動で地域貢献できるよう、コーディネートを充実します。 

○学びの場開催回数の目標 

年度 2019 年度 2020～2021 年度 

内容 拠点設置圏域で各2回ずつ  随時開催 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

 社協の役割

・地域ニーズに合った学びの場を提供します。 

・社協が実施する講座や研修を、ＣＳＷと共に行います。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

拠点の整備に合わせて、社協と住民の方々が連携し、地域ニーズに合わせた講座

の企画・開催、住民の方々がスキルをいかして活躍できる場・参加できる場を増や

し、共に学び、育ちあう地域づくりをめざしましょう。 

◎地域福祉推進拠点圏域での学びの意義・効果

①拠点機能を活用して、地域ニーズにマッチした企画が可能となります。 

②学びを共有し、連帯感が生まれます。 
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活動項目③ 地域福祉推進拠点での趣味・特技をいかした活躍の場の創出 

〔取組みの展開〕

拠点石川では、住民のみなさんが「コミュニティカフェ」を運営しています。そ

こに集う方が、それぞれの特技や趣味をいかして、「コミュニティカフェ」の時間

を使って講座や趣味の集いを開催しています。 

今後 21 か所で運営する拠点において、地域の方々が自身の趣味や特技をもって

活躍できる“場”を確保し、それぞれの方々が自らの力を発揮できるよう、環境整

備に努めます。 

○活躍の場の回数の目標 

年度 現 状 2020 年度 2022 年度 2023～2024 年度 

内容 
29回 

（延べ395人） 

35回 

（延べ450人） 

40回 

（延べ500人） 
拡充 

≪取組みの方法／地域(住民)の関わり・社協の役割≫ 

取組みの方法

 地域(住民)の関わり 

・ご自身の趣味・特技で地域のみなさんへ“生きがい”を伝えましょう。

 社協の役割

・拠点を「住民が趣味・特技をいかした活躍の場」としての活用を積極的に進

めます。 

〔地域のみなさんへ－社協からのメッセージ〕

拠点は地域の生活相談を受ける場ではありますが、生きがいや楽しいこと、嬉し

いことを生み出せる場としても運営していきたいと思います。   地域の方々に

たくさん使っていただくことで、輝きを増す拠点になるのではないかと思います。 

ぜひ、拠点を活用し、ご自身の得意技をお披露目ください。 

◎地域福祉推進拠点での趣味・特技をいかした活躍の場の意義・効果

①多様な特技・趣味等の技能を発揮し、地域の一員として社会貢献できます。 

②外出の機会、生きがいなど、精神面の充足が図れます。 
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第 ５ 章 社協発展・強化計画
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１ 基本方針等 

「第３章 計画の基本的な考え方」を踏まえ、『第３次八王子市地域福祉活動計画』

の実現に向けて「社協発展・強化計画」の基本方針を設定し、それぞれに具体的な取

組み項目を展開していきます。 

○基本方針１ 

「包括的な相談・支援体制の構築」 

☆目標１ 地域福祉推進拠点の拡充・運営 

○基本方針２ 

「社協と地域が一緒に問題解決できる体制づくり」 

☆目標１ 事務局体制の強化 

☆目標２ 地域に貢献できる人材の育成

☆目標３ 社会福祉法人のネットワークによる地域公益活動 

☆目標４ 健全な財務運営 
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 現状  

２ 活動の展開 

基本方針１ 包括的な相談・支援体制の構築 

【目標１】 地域福祉推進拠点の拡充・運営 

「地域福祉推進拠点」は、ＣＳＷによるさまざまな相談支援の場、また、住民

が集い、つながり（ネットワーク）を育む場として、「第２次計画」の重点事業に

位置づけ、整備を進めてきました。平成 26 年 12 月に開設した八王子市市民部石

川事務所２階の「地域福祉推進拠点石川」を皮切りに、平成 30 年度現在５か所の

運営を行っています。 

    拠点の運営は、当初の開設時から今日まで、八王子市との協力体制のもと進め

ています。特に、開設場所の選定にあたっては、「市の施設の有効活用」や「住民

に親しみのある施設」との観点から、市の「事務所」や「市民センター」内に設

置してきました。 

    拠点には、地域福祉の専門職であるＣＳＷを専従で配置し、拠点の担当圏域で

のさまざまな相談の窓口となり、解決への支援のほか、住民主体活動の支援を進

めてきました。 

    「第３期八王子市地域福祉計画」では、市が構築をめざす「包括的な相談・支

援体制」の中で、拠点がさまざまな地域生活課題を「丸ごと」受け止め、市で設

置する「包括的な地域福祉ネットワーク会議」との連携のもとで課題解決に向け

たコーディネートを行う機能を有する機関として位置づけ、「市内 21 か所の整備」

を掲げています。 

    社協は今後、拠点に位置づけられた機能を発揮させながら、21 か所の運営に取

り組みます。

「第３期八王子市地域福祉計画」で示された「地域福祉推進拠点」21 か所の運営を

めざします。包括的な相談の場としての機能を充実するため、社協の事務局体制の強

化を進め、「コミュニティソーシャルワーク」を拡充させます。 

 また、21 か所に整備する拠点のうち数か所には、地域の状況を考慮したうえ講座や

居場所活動も可能にするような機能を持たせ、市民力・地域力の醸成につなげます。 

●行動計画 

行動内容 現 状   2020 年度 2022 年度 

拠点の拡充 ５か所 15 か所 21 か所 
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基本方針２ 社協と地域が一緒に問題解決できる体制づくり 

【目標1】 事務局体制の強化 

＜現状と今後の方針＞

【現在の事務局体制】 

 ～機能別の組織構造 

◎異なる機能を持った組織が並列的に存在している縦割り型の組織。

【新たな事務局体制（イメージ）】 

 ～地区別の事業部制組織 

◎各機能別組織を地区ごとに配置。地区での情報を集約して統合的に業務を
行う。



6
0
 

事務局長

A地区

拠点運営

生活支援コーディネート

権利擁護

資金貸付

ボランティア推進

在宅福祉サービス

学童保育所運営

B地区 C地区

総務

法人運営

学童総務

事業

拠点 拠点 拠点 

新たな事務局体制 現在の事務局体制 

事務局体制のイメージ図 
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●行動計画 

行動内容 現 状    2019～2020 年度 

事務局体制の

強化 
機能別の組織体制 

地区別の事業部制に向けた検討 

事務局移転の検討 

【事務局改編のねらい…社協における包括的な相談・支援体制の構築】 

・社協が実施している相談・福祉サービスを、住民が身近な場所で受けることを可能

にし、住民の利便性を図る。 

・個別課題に対し、制度に基づく相談・福祉サービスの提供とＣＳＷが担う生活環境

の改善をめざす地域支援を統合的に展開し、チームアプローチで臨むための体制を

整備する。 

・現在の社協事務局が複数の場所で執務していることや将来のコミュニティソーシャ

ルワークの充実、業務間連携を図る観点から、事務局移転を検討する。 

現状の業務分担 

課名称 総務系 相談系 サービス提供系 事業系その他 

福祉総務課 

法人運営全般 

（規程・経理・

人事・庶務・

広報） 

生活福祉資金貸

付事業 

受験生チャレン

ジ支援貸付事業 

住居確保給付金 

地権・財産保全 

成年後見支援 

生活福祉資金貸

付事業 

受験生チャレン

ジ支援貸付事業 

地権・財産保全 

助成事業 

恩方老人憩の家 

長房ふれあい館 

市民力支援課 

会員会費 

共同募金活動 

在宅ひとりぐら

し高齢者実態調

査 

ボランティアコ

ーディネート業

務 

講座開催 

福祉教育 

イベント開催（福

祉まつり、作品

展、昼食交流会

等） 

車いす貸出 

高齢者ボランテ

ィア・ポイント制

度 

手話通訳・要約筆

記派遣 

バザー 
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課名称 総務系 相談系 サービス提供系 事業系その他 

支えあい推進課 

CSW業務 

（総合相談・コー

ディネート） 

生活支援体制整

備業務（コーディ

ネート） 

講座開催 

サロン 

しくみづくり 

組織化 

学童保育課 

学童運営全般 

（規程・経理・

人事・庶務・

企画） 

各学童保育所の

運営 

※網掛け部分は、地区別に分散した場合、住民サービスが向上すると想定される機能(業務)。 
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 現状  

「第２次八王子市地域福祉推進計画」では、第１次計画に引き続き「めざすべ

き職員像」や「職員に求められる能力」に即した人材育成に取り組んできました。 

具体的には、研修体系概要に沿った研修の受講を進めるとともに、「研修委員会」

を設置し、委員会の企画による「内部集合研修」を実施しました。 

また、自己啓発のために研修を受講する職員を支援するため、「支援要綱」を制

定し、研修参加費の助成と職務免除のしくみを構築して、組織的な支援体制を進

めてきました。 

【目標2】 地域に貢献できる人材の育成

（１）人材育成方針 

＜今後の方針＞

【１】人材育成の方針 

「めざすべき職員像」、「職員に求められる能力」に即した研修体系のしくみ

づくりに取り組みます。 

「研修体系」については、職員に適切な時期に必要とされる研修機会を提供

できるよう、人事制度との連携を見据えた体系の構築を実施します。 

【２】めざすべき職員像 

社協職員がめざすべき職員像は、次に掲げるものとします。また、組織とし

て、人材育成に努めます。 

○住民とともに歩み、地域からの信頼を得られる職員 

○地域福祉のプロとして、意欲的に職務を遂行し、成果を出せる職員 

○時代の変化に適応できる創造性豊かで、行動力と責任感にあふれた職員 

○積極的に地域課題に挑戦する職員 

地域の信頼 たゆまぬ挑戦 笑顔とともに
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【３】職員に求められる能力 

①自己管理能力 

②コミュニケーション力と組織貢献力 

③高い倫理観と専門性 

④コスト意識と経営感覚 

⑤課題発見・解決力 

社協職員に求められる能力体系図（案）

礼儀・マナー

向上心・目標設計

メンタルヘルス・ストレスマネジメント

情報収集・ＩＴ活用力

時間管理能力

コミュニケーション

チームワーク・連携

組織目標・使命把握力

人材育成

業務管理・改善

倫理観

法令・制度理解

職務遂行力

専門的技術向上力

記録の実践

住民主体性

コスト意識

営業力

経理知識・経営感覚

リスクマネジメント

発見力

行動力

人脈力

共働力

創造力

めざすべき職員像 職員に求められる能力 求められる資質・能力・スキルのキーワード

③高い倫理観と専門性

⑤課題発見・解決力

④コスト意識と経営感
覚

②コミュニケーション
力と組織貢献力

①自己管理能力

○
積
極
的
に
地
域
課
題
に
挑
戦
す
る
職
員

○
時
代
の
変
化
に
適
応
で
き
る
創
造
性
豊
か
で
、
行
動
力
と
責
任
感
に
あ
ふ
れ
た
職
員

○
地
域
福
祉
の
プ
ロ
と
し
て
、
意
欲
的
に
職
務
を
遂
行
し
、
成
果
を
出
せ
る
職
員

○
住
民
と
と
も
に
歩
み
、
地
域
か
ら
の
信
頼
を
得
ら
れ
る
職
員

地
域
の
信
頼

た
ゆ
ま
ぬ
挑
戦

笑
顔
と
と
も
に



65 

（２）人材育成の仕組みづくり 

【１】研修体系 

① 「研修体系策定委員会」（仮称）の設置 

管理職・主査・外部委員で構成する「研修体系策定委員会（仮称）」を設置して

職員研修体系の整備を行い、具体的な研修体系を構築します。 

② 「自己評価シート」の導入 

職員に共通して求められる資質や能力、スキルをチェックできる「自己評価シー

ト」を作成し、導入します。 

自己評価シートを作成することで、組織として求められる職員像を明らかにする

とともに、職員が具体的にイメージできるようにします。また、自己評価シートを

活用し自他による振り返りを行うことで、自身の目標到達度合いを客観的に測り、

自己啓発に向けた意欲を高めていきます。 

将来的には、自己評価シートの活用による組織としてのＯＪＴ、ＯＦＦ-ＪＴの

活性化や人材育成力の向上を見据えていきます。 

自己評価シートの作成については、「研修体系策定委員会（仮称）」で行います。 

●行動計画 

行動内容 2019 年度 2020～2024 年度 

研修体系策定委員会

（仮称）の設置

研修体系策定委員

会（仮称）の設置 

具体的内容の検討・

整備 実施 

自己評価シートの導入 検討・作成・実施 
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自己評価シート（※イメージ）

自己ﾁｪｯｸ
欄

上司等他者
ﾁｪｯｸ欄

両者の合議
ﾁｪｯｸ欄

合計 0 0 0

自己 他者 合議

礼儀・マナー 0 0 0

向上心・目標設定 0 0 0

メンタルヘルス・ストレスマネジメント 0 0 0

情報収集・ＩＴ活用力 0 0 0

時間管理能力 0 0 0

Ｏ
Ｊ
Ｔ

Ｏ
ｆ
ｆ
‐

Ｊ
Ｔ

S
D

時
間
管
理
能
力

①スケジュールや時間の自己管理・有効活用ができる。

②あらかじめ計画を立てたうえで行動する習慣が身についている。

③ワークライフバランス（仕事と生活の調和）の取れた働き方ができている。

レーダーチャート

育成（成長）計画

情
報
収
集
・
Ｉ
Ｔ
活

用
力

①新聞や雑誌、インターネット等を通じて、社会情勢や世の中の動きを理解している。

②分野を問わず、幅広い知識を書籍等から学んでいる。

③パソコンを使っての文書作成や表計算ソフトの基本操作を身につけている。

向
上
心
・
目
標
設
定

①仕事の意義を理解し、自己目標を設定して取り組んでいる。

②社会人としての自分の将来像を設定し、目標を設定して取り組んでいる。

③人としての成長のために、積極的にいろんな経験を積むことを心がけている。

メ
ン

タ

ル
ヘ

ル

ス

・

ス

ト
レ

ス

マ
ネ

ジ

メ

ン

ト

①私的な感情を持ち込まず、感情を上手くコントロールすることができる。

②仕事から生じるストレスについて、解消する（気分転換する）方法を身につけている。

③辛いときや苦しいときに、何でも腹を割って相談できる人がいる。

職員に
求めら

れる能
力

自己管理能力

　3-できている
　2-概ねできている

　1-あまりできていない
　0-できていない

礼
儀
・
マ
ナ
ー

①接遇の基本動作や正しい言葉遣いを身につけ、実行している。

②約束や時間を厳守して行動している。

③自分自身の身辺、周辺の整理整頓、清潔が保たれている。

0

3

6

9
礼儀・マナー

向上心・目標

設定

メンタルヘル

ス・ストレス

マネジメント

情報収集・Ｉ

Ｔ活用力

時間管理能力

自己

他者

合議
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③ 「内部集合研修」の充実 

「集合研修委員会」（現「研修委員会」）で、「人材育成方針」に基づいた内部集

合研修の企画・実施をさらに充実させます。 

●行動計画 

行動内容 2019 年度 2020～2024 年度 

内部集合研修の充実
集合研修委員会 

にて企画・実施 

④ 自己啓発への支援 

「自己啓発研修支援要綱」に基づき組織的な支援を行うとともに、総務担当で社

会福祉士等の資格取得要件を保有している対象者を把握し、積極的な利用を促しま

す。 

●行動計画 

行動内容 2019 年度 2020～2024 年度 

自己啓発への支援

自己啓発研修支援要

綱に基づき支援 

対象者への呼びかけ 

【２】人事管理 

① 職員の配置管理 

② 「自己評価シート」を基にした管理職面談の実施 
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 現状  

【目標3】 社会福祉法人のネットワークによる地域公益活動 

国において社会福祉法人の制度改革が進められ、社会福祉法の改正が行われま

した。 

改正社会福祉法第 24 条第２項は、「社会福祉法人は、社会福祉事業及び第 26 条

第１項に規定する公益事業を行うに当たっては、日常生活又は社会生活上の支援

を必要とするものに対して、無料又は低額な料金で、福祉サービスを提供するよ

う努めなければならない」と規定しています。 

社会福祉法人に「地域における公益的な取組みを実施する責務」が求められて

おり、法人規模等にかかわらず全ての法人が自主的に取り組んでいく必要があり

ます。 

    しかし、規模の小さな法人にとっては単独での取組みには困難を伴うこともあ

ります。また、法人の規模にかかわらず、個別の法人や事業所だけでは対応が難

しい課題に対しては、社会福祉法人が重層的に連携し、それぞれの専門性を活か

して取り組めば、地域における公益的な活動の成果が現れると考えられます。 

    市内には 69 法人・160 を超える福祉施設があります。専門性を有したこれらの

法人・施設が、地域のさまざまな課題に対して分野を超えて連携し支援すること

で、八王子の地域福祉の向上がより一層進むものと考えられます。社協は、市内

社会福祉法人にネットワークへの参画を呼び掛けることや、協働した取組みに関

する事務局的な役割を担い、ネットワークによる公益活動を進めていきます。 

    東京都における「社会福祉法人の地域公益活動」については、東京都社会福祉

協議会内に「東京都地域公益活動推進協議会」が設立され、社会福祉法人の使命

に基づいて地域における福祉課題の解決に向け、社会福祉法人が連携して地域公

益活動に取り組むことを目的とした活動が進められています。 

    八王子市では、社協が、「八王子施設長会」「八王子保育園協会」へネットワー

クを基盤に連携した地域公益活動の展開を呼び掛けています。社会福祉法人の専門

性を地域の諸課題の解決につなぎ地域貢献できる体制づくりを、現在進めています。 

【１】（仮称）「だれでもなんでも福祉相談窓口」の開設 

●行動計画 

行動内容 2019 年度～ 

(仮称)だれでもなんでも 

福祉相談窓口の開設 
順次開設 



69 

 現状  

【目標4】 健全な財務運営

「第２次八王子市地域福祉推進計画」における「社協発展・強化計画」では、

財務基盤について「会員会費」・「寄付・募金活動」・「収益事業」の３項目の強化

策を計画し、進めてきました。 

「会員会費」については、事務局内に「会員会費のあり方検討会」を設け、会

費の所得税の税額控除団体としての認定や企業への働きかけの強化、協力いただ

いている町会・自治会の協力費の還元率の見直しなどを行いましたが、会費の減

少傾向に歯止めをかけることはできませんでした。 

「寄付」については、遺贈寄付の申し出をいただく機会も増えてきており、寄

付者のご意向により基金積立に活用させていただきましたが、社会的な低金利政

策などにより利息収益はほとんど見込めない状況です。 

「収益事業」の柱である自動販売機の設置事業については、設置台数を増やす

とともに、販売手数料率の見直しを行い、増収を図ってきたところです。     

   一方、「第２次計画」の重点事業である「地域福祉推進拠点の運営」について、

「社協発展・強化計画」の中ではその経費調達に関して言及していませんでした。 

   そこで、平成 26 年に、専門家に参加いただき「財務に関する検討委員会」を設

け、「第２次計画」の推進に向けて、拠点の運営経費についての提言を含む「財務

の将来展望」を作成し、意見具申をいただきました。

   財政安全性は高く保っているものの、拠点運営の拡充を図るうえでの経費増が

見込まれることから、新たな収入源の検討と積立金の有効活用等の提言が行われ

ました。 

（１）今後の方針 

本計画で財務を検討するにあたり、財務状況を平成 29 年度決算より確認したとこ

ろ、以下の通りとなっています。

基金、積立金の比率が上がる一方、短期の財務安定性が低下しています。 

◎「財務の将来展望」概要抜粋 

〈平成25年度決算による財務状況〉 

・各種基金＋積立金を主因として自己資本比率が84％（財務の安定性が高い） 

・短期の財務安全性（流動比率）が204％であり、財務安定性は高い 

・事業活動に占める人件費比率が47％で高い

□平成29年度決算による財務状況（概要） 

・各種基金＋積立金を主因として自己資本比率が86％ 

・短期の財務安全性（流動比率）が113％であり、財務安定性は低下 

・事業活動に占める人件費比率が69.5％とさらに高くなった
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ここ数年に実施した新規事業の多くは委託事業であり、自主財源はさほど費やして

いないことを踏まえると、拠点の運営経費や設置時の経費負担が主要因であると考え

られます。 

これまでの経過から、拠点を新設すると、１か所当たり、初期費用として約

3,030,000 円（＊軽車両１台所有）が見込まれ、そのうち社協負担額はおおよそ

1,646,000 円となります。 

また、開設以降のランニングコストは年間おおよそ 1,382,000 円と試算しており、

そのうち社協負担額は 277,000 円となります。 

21 か所全てを開設した際の初期費用総計は 38,850,000 円（軽車両 16 台・自転車５

台所有として試算）、そのうち社協負担額が 19,474,000 円の見込みです。21 か所開設

後の年間ランニングコストは 28,189,000 円となり、社協負担は 5,638,000 円になる

と試算しています。 

財務の健全化を進めるためには、既存事業の点検と平成 26 年に提言されている「社

会福祉事業積立金」の有効活用の検討、そして会員会費等既存収入の取組み強化が必

要となってきており、より詳細で具体的な中・長期的な財務計画を策定し、適正な法

人運営に努めていく必要があります。 

【１】既存事業の評価 

現在、自主財源は自主事業に充当されており、拠点運営に割り振る余地があ

りません。しかし、既存自主事業については、「どれくらいの効果があるのか」、

「社協が実施することが適切なのか」等、評価されないまま長期間実施されて

いるものも多く、自主財源の効率的な活用のためには事業評価が必要です。 

そこで、事業の目的・目標を明確にしながら、客観的な自己評価を行うため

の「事業評価シート」を導入し、事業評価に取り組みます。 

●行動計画 

行動内容 2019 年度 2020 年度～2024 年度 

既存事業評価の

実施

事業評価シートの

検討・実施 

【２】資産の有効活用 

拠点の設置運営にともない発生する経費負担について、根拠を持って試算で

きるようになったため、「社会福祉事業積立金」の活用について具体的な検討

を行います。 

    検討にあたっては、より専門的かつ客観的議論が必要になることから、専門

家による外部委員を含めた「財務検討委員会」で、積立金の活用を含めた中・

長期的な事業展開・経営の方向性を定める「財務計画」の策定を行います。 
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●行動計画 

行動内容 2019 年度 2020 年度 2021 年度～2024 年度 

中・長期的な財務

計画の策定
事業評価 

財務検討委員会の設置 

財務計画の策定・実施 

【３】既存収入増の取り組み強化 

①  会員会費増の取り組み強化 

会員会費の収入については、町会・自治会・管理組合等にご協力をいただいてい

ますが、会費額は引き続き減少傾向にあります。町会・自治会等の加入率の低下も

一因として考えられますが、加入促進と地域福祉活動の意義についての周知が課題

となっています。 

●会員の区分  

会費の種類 金額 

正会員 500 円(年額) 

賛助会員 3,000 円(年額) 

特別会員 10,000 円(年額) 

●会員数と会費の推移 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

会員数 19,495 19,424 18,465 17,870

会費（円） 15,672,200 15,191,400 14,762,049 14,506,000

●会員区分ごとの実績比較 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 

正会員 18,971 11,919,600 18,952 11,738,850 17,977 11,111,500 17,374 10,668,400

賛助会員 311 1,089,500 284 1,002,000 269 936,000 260 924,000

特別会員 213 2,663,100 188 2,450,550 219 2,714,549 236 2,913,600

合 計 19,495 15,672,200 19,424 15,191,400 18,465 14,762,049 17,870 14,506,000
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  拠点や、直接地域に出向く職員の活動を通じて会員増強を図れるよう、職員の意

識づけを含め、加入促進を積極的に行います。 

  また、主に特別会員としてご協力をいただいている市内の事業者へは、継続会員

として引き続きご支援いただけるよう努めるとともに、新規事業者の加入拡大を進

めるため、社協の事業活動を積極的に PR していき増額をめざします。 

●行動計画  

行動内容 2019 年度～2024 年度 

会員の加入促進

                  目標額 

14,506,000 円（平成 29 年度実績）     15,500,000 円（平成 26 年度実績水準） 
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② 収益事業の強化 

継続して自動販売機・証明写真機の設置や販売手数料率の見直しを行い、増収を

図りました。民有地への設置にも取り組み、平成 30 年度現在は、市民の協力を得

て２台の自動販売機を設置しています。 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成28年度 平成 29 年度 

収入額 14,879,784 円 15,037,734 円 17,757,196円 17,109,996 円

自動販売機 31 台 30 台 30 台 32 台

証明写真 2 台 2 台 2 台 2 台

引き続き設置に努め、増収を図ります。 

また、「日本財団」が企業の社会貢献活動につながる “チャリティー自販機”の

設置を自動販売機事業者と共に進めており、飲料１本につき 10 円が日本財団に寄

付される仕組みになっています。 

同様の“チャリティー自販機”の八王子社協版を自動販売機事業者と検討してい

きます。 

●行動計画 

行動内容 2019 年度 2020 年度～2024 年度 

「チャリティー自販

機」の設置
設置に向けた検討 

実施 
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第 ６ 章 計画の推進と進行管理 
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１ 計画の推進と進行管理 

（１）社協体制の強化 

  社協では、地域福祉活動の取組みを個々に実施するのではなく総合的に推進でき

るよう、「第１次計画」において事務局体制として６つの「地域圏域別担当制」を

導入しました。 

さらに「第２次計画」から重要施策としている、拠点の拡充・運営に引き続き取

り組み、地域福祉推進を図るための事務局体制や職員の人材育成の強化を実施しま

す。 

（２）関係機関・団体との連携と住民の活動参加の促進 

  「社協だより」や社協ホームページにより本計画を市民に周知するとともに、町

会・自治会・管理組合の会合、社協及び関係諸機関・団体の会議、サロン活動やボ

ランティア講座等の地域住民と接するさまざまな機会を捉えて本計画を積極的に

ＰＲし、住民の地域福祉活動への参加意欲を高めるように努めます。 

（３）計画の進行管理 

  地域住民や地域福祉関係者、学識経験者等で構成する「第３次八王子市地域福祉

推進計画推進委員会」を設置し、「ＰＤＣＡ（Plan－Do－Check－Act）サイクル」

によって計画の定期的な点検、評価を行います。 

  また、点検・評価の結果について、「社協だより」やホームページで公開してい

きます。 

「ＰＤＣＡサイクル」による進行管理

Plan（計画立案） 目標を設定し、目標達成に向けた取組みを計画する 

Do（実行） 計画に基づき取組みを実行する 

Check（評価） 取組みを実行した結果を把握・分析し、評価する（学ぶ） 

Act（修正・改善） 評価に基づき、計画の目標、活動などの改善を行う 

Do Act 

Plan 

Check 
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